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グリーンベル21の取得状況は？

まちづくり支援事業 ７９，２６５，０００円

普通旅費 １７，０００円

清掃業務委託料
（６，９３０７，０００）円

公有財産購入費

施設管理費負担金 ９，９４１，０００円

笹屋ホテル本体の土地・建物
を７千万円で購入

Ｈ26年９月24日 第４回定例会 議案第68号

平成26年度沼田市一般会計補正予算（第５号）

中心市街地土地区画整理事業の円滑かつ速や

かな進捗を図るため、事業区域内の土地及び建

物の取得に係る経費として、７千万円を追加。

ＧＢ21の７階笹屋ホテル宴会場を
約４千３百万円で購入

Ｈ26年11月20日 第６回臨時会 議案第76号

平成26年度沼田市一般会計補正予算（第７号）

グリーンベル21の７階部分の取得に伴う経費

及び人事院勧告に基づく措置をを計上するもの

で、７，８３６万２，０００円を追加。

ＧＢ21の１５％の土地・建物の
所有権を約６千９百万円予算計上

Ｈ26年12月12日 第７回定例会 議案第88号

平成２６年度沼田市一般会計補正予算（第９号）

緊急に措置しなければならないものなどに限

定し、１億４，８５８万５，０００円を追加。

Ｈ26年10月16日付け

朝日新聞朝刊より

補正予算計上額 約４億５５３８万円

（県・不動産取得税）－１億 ７９５万円

（市・固定資産税等）－１億９５８２万円

メドテックへ支払は＝約１億５１６０万円

また、裁判の解決金として沼田市からメドテック

へ３２００万円を11月末日までに支払う事に…。

一方、沼田都市開発㈱が、メドテックへ請求して

いた管理費等の総額は、約３年前の時点で数億円と

記憶しています。

ここからは個人的な推測ですが、この辺を軸にし

て、おそらく年度末決算を向かえる中で双方が「大

人の調整」をしていくものと考えています。

まちづくり支援事業４８０，１４３，０００円

火災保険料 ５４５，０００円

公有財産購入費 （４５５，３８６，０００）円

施設管理費負担金 ２４，２１２，０００円

商業棟７Ｆ ３３５５．１９㎡ 元は笹屋ホテル所有

商業棟６Ｆ ３６９９．３７㎡

ﾒﾄﾞﾃｯｸ＋27名共有者

（約85％＋約15％）

※駐車場棟の１階出店

部分の割合は約89％を

ﾒﾄﾞﾃｯｸが所有していた

商業棟５Ｆ ４１８０．９４㎡

商業棟４Ｆ ４１８０．９４㎡

商業棟３Ｆ ４２９５．８５㎡

商業棟２Ｆ ４１３８．０７㎡

商業棟１Ｆ ４２４５．０３㎡

商業棟床合計 ２８０９５．３９㎡

商業棟土地 ５５４４．４４㎡

駐車場棟建物 １１４３９．３８㎡

駐車場棟土地 ２０７１．３２㎡

ＧＢ21の約８５％の土地・建物の
所有権を約４億５千５百万円で購入
Ｈ26年10月15日 第４回臨時会 議案第71号

平成26年度沼田市一般会計補正予算（第６号）

グリーンベル21の大口所有者である合同会社

メドテック・インベストメントⅡ及びⅢとの間

で、それぞれが保有する資産の取得について基

本的な合意が整い、グリーンベル21を市民共有

の資産として有効に活用するため、当該者の保

有する土地及び建物の取得費並びに取得後の維

持管理に係る経費等を計上するもので、４億８，

０１４万３，０００円を追加。
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本庁舎＋北庁舎床面積＝４８６９．８１㎡

東庁舎床面積＝ ２３３．５６㎡

東原庁舎床面積＝１３４３．０７㎡

街なか対策課床面積＝ １８８．３７㎡

勤労青少年ホーム床面積＝ ９４６．７９㎡

総合計＝７５８１．６０㎡

では維持管理費はどうでしょう？（Ｈ25年度）

本庁舎＋北庁舎維持管理費＝ 39,696,895円

東庁舎維持管理費＝ 854,170円

東原庁舎維持管理費＝ 7,827,542円

街なか対策課維持管理費＝ 1,038,298円

勤労青少年ホーム維持管理費＝ 2,021,726円

総合計＝51,438,631円

無償譲渡の際の維持費経費計算では、年間約１

億２千万円とされていました。

福祉関連をまとめたコーナー

フロア全てかどうかは考えていません

障がい福祉

関連施策

福祉カフェ

福祉ショップ

高齢者福祉関

連施策

子育て支援

関連施策

共有広場
パティオと呼ばれる

「中庭」はフリース

ペースで、垣根を越

えた連携が…？

生活支援

若者就労

子ども広場
市民活動

団体支援

私が勝手に考えるグリーンベル21の

活用プラン・レベル①

現在の各庁舎の総床面積は？

合計７５８１．６㎡

右側の図は栃木市役所の２階の配置図です。

石巻市、筑西市などホームページで庁舎案内図

を公開している自治体も多く、様々検討するに

は良い資料となりました。

これら他市のものを参考に私の希望や市長や

当局のこれまでの考え方を想像して自分なりの

活用プランを考えてみました。

あくまでも私が、「こんなのもあったらいい

なぁ」と今のところ根拠なく考えた案です。

出店して欲しい民間フロアコーナー

１階は土日が閉まらない店がベター？

生活雑貨

ギフト

生鮮食料品

惣菜
フードコート

ＡＴＭ

放送スタジオ

沼田の特産

物産土産物
専門店

若者・趣味・遊びスペース

チャレンジ

ショップ
貸事務所 スタジオ

イベント広場

ゲームセンター

期日指定

上映映画館

ステージ

ファースト

フード店

歴史や芸術、社会教育スペース

常設展示 活動発表 音楽室

研究・研修 歴史資料館 個展会場

複合施設では各テナント

間や官業とのセキュリティ

も重要です。

左の写真は栃木市の１階

百貨店には格子状のシャッ

ターを使用していました。

←前橋総合福祉会館では

福祉カフェと福祉ショッ

プを併設して、その効率

と効果を高めています。

床清掃も障がい者が担

当しています。
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Ｈ１８年の「無償譲渡」からすれば、

４億８千万円という「有償」での購入

条件は、後退の感は否めません。

しかし、現時点でなお無償とは考えにくく収

拾の目途も立たなければ、街なか再生も庁舎の

老朽化への対応も遅延と深刻度が増すばかりと

私も考えます。

むしろ「金額という条件」を好機と捉えて閉

塞状況を突破しようという姿勢は評価できると

判断しました。

高柳Ｑ：新聞等によりますと市長は、グリーン

ベル21の所有権の大半を持つメドテックインベ

ストメントの職務執行者である斎藤工氏と去る

８月８日に会い、ビルの処理などを話し会った

と報道されています。

内容は非公開とされていますが、本市にとっ

て非常に重要な案件ですので、この会談に至っ

た経過等を市長の決意を中心に、お聞かせくだ

さい。

９月定例議会 私の一般質問①積極姿勢、未来志向で重要課題へ立ち向か
うための市長の基本姿勢＝街なか再生事業、庁舎老朽化への課題解決に直結するグリー

ンベル21への対応についてと題して、これまでも再三再四繰り返し述べ続けてきた主

張を「新市長」に再度投げかけることにしました。

市長Ａ：昨年１１月１９日に、合同会社メドテッ

クインベストメントから、いわゆる「公拡法」

による買取り希望の申出がなされ、これに対し

ては、「買取を希望する地方公共団体等がない」

旨の通知をしたところです。

しかし、メドテック側から譲渡の意向が示さ

れたことにより、課題解決に向けた話し合いの

素地ができたと考えられますので、担当者を通

じて協議を続けるとともに、庁内プロジェクト

において、取得と再生に向けた課題の整理と対

応方法について、検討を行っています。

市長Ａ：整備された当初から民間サービスと公

共サービスが一体的に提供されてきましたので、

時代の要請に応える新たな利活用方法を検討し、

一日も早く賑わいを取り戻せるよう、速やかに

対応していきたいと考えています。

現在の社会・経済環境においては、グリーン

ベルがこれまでの手法で再生を目指すには限界

があり、現状を放置することは、何ら問題解決

にならないことは明らかとなっています。

様々なご意見があることも承知していますが、

早期の解決に向かうことが何よりのメリットで

あると考えています。

高柳Ｑ：新聞報道等を勘案すると、この間に約

15％の所有権を持つ地権者の方々も問題解決へ

の協力を申し出ていて、７階の旧笹屋ホテルの

権利も協議していく動きが報じられています。

以上のことから、前回の無償譲渡との状況で

大きく異なるのは、部分譲渡によるある種の煩

わしさや過度の収益性にとらわれる比重がかな

り下がり、商業施設の中に庁舎を含めた行政施

設を入居させるのではなく、市の所有する行政

施設の中に商業施設や福祉を中心とした拠点等

を設置する状態と理解できます。

しかし、遅々として進まない現在の「膠着状
こうちゃく

況」下ではテナント出店が望めるわけもなく、

停滞したままとなるのは必然です。

また、固定資産税などの税収、沼田都市開発

㈱では、基本的収入である賃料が、ここ複数年

に渡り実質確保できていないと推察されます。

現状打開ができない限り、収束に至るまでは

こうしたリスクは蓄積される一方です。今ここ

で、「実質を取った引き分け」への決断も必要

な時期と考えますが、市長の見解を伺います。

←グリーンベル21の１階のＡＴＭコーナーと旧フー

ドコートだった場所が広く空いていて、普段は、あ

まり人気がありません。預金を引き出しに来る利用

者からは「怖い場所」との声も聞かれるほどです。
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12月定例議会 私の一般質問④ 地方の特徴を創る「資源」とは？
マスコミ等でも大きく取り上げられた「消滅の可能性のある自治体が８９６」という報道が、日

本創成会議の報告書として発表されました。それを受けたかのように、国会では、急激な高齢化と

人口減少対策として「まち・ひと・しごと創生法案」が成立しました。

以前からず～っと存在していた「水・空気・森林・農地」こそがそうであったはずです。

私たち自身が、この大切な地方特有の資源を活かすことを疎かにし、都市と同じ利便性を求めて

「森林に遊園地」を作るような政策に惑わされ続けてきていたのではなかろうか？

そこでこの際、もう一度この地域の資源にしっかり向き合った計画を練り直していくべきではな

いかという危機感からの質問させてもらいました。

市長Ａ：資金調達の方法としては、地方債や銀行

融資、民間資金の活用、市民ファンドなどのいく

つかの方法が考えられます。

市民ファンド、市民債などの市民出資金を活用

する方法は、地域住民の公共事業への参画意識の

高揚という意味においては、有効な手段のひとつ

であると認識しています。しかし、事業採算性が

厳しく、今後の重要な課題となると考えています。

平川地区の場合、発電設備の出力規模により、

専門技術者の選任や保安規程の届出等、法に基づ

く手続きが必要となるために、管理運営を地域で

行うことは難しいものと考えてます。ただし、事

業者が保守の一部を地域に委託し、日常管理とい

う部分を地域住民の方に担っていただくことは可

能と考えています。

市長Ａ：本市の地球温暖化防止対策の取り組み

のひとつとして、再生可能エネルギーの導入検

討を行う中で、利根町平川地内の砂防堰堤の高

低差を利用し、小水力発電事業を行うものです。

国の電力固定価格買取制度を利用し、２０年

間の売電収入を得ることで、市の財源確保と地

域振興などを目的として事業計画を進めてきま

したが、経済性の再評価を行った結果、莫大な

費用負担を必要とするため、事業採算性は厳し

く、国において固定価格買取制度の見直しも議

論されており、このまま事業を継続していくこ

とは慎重にならざるを得ないと考えています。

高柳Ｑ：平川地域の小水力発電事業について伺

います。有効落差約２０ｍで、最大出力１９８

ｋｗ。事業費は最大で５億４千万円余りで、確

かに高額な事業費です。

私は、本市における戦略的ともいえる地域資

源は、水や空気、豊かな森林と田畑が生み出す

木材と食料であると捉えています。

自然の恵みである川の水を活用し、エネルギー

の地産地消や地域の自立に役立てることは非常

に重要でむしろモデル地域化して、市内全体へ

広げていくべき事業になり得ると考えるのです。

高柳Ｑ：こうした「使命」の強い事業に対する資

金調達に際しての市民ファンドや市民債の活用を

することへの考え方や、管理運営を地域に任せて、

地域の活性化や自立の促進にも資する方法につい

てのお考えをお聞かせください。

山梨県都留市「つるの恩返し」債
市役所真前の水車発電機の建設にあたり、市民

との協働で事業を進めるため、事業費4,300 万円

の内、１,７００ 万円を「市民参加型ミニ公募債」

を発行して資金調達したと聞いています。

５年利付国債の利率に０．１％上乗せした０．

９％「５年満期一括償還」で、３４０００人の小

さなまちで、結果として予想をはるかに上回る応

募があり、「環境への使命」に対する市民の関心

の高さを物語るものとなったと聞きました。

私は、本事業を次ページに掲載の次期「過疎地

域自立促進計画」に小水力発電をしっかり位置付

けておくことが、後の財源確保になると考えます。


